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新株式発行並びに株式売出届出目論見書の訂正事項分 
 

(平成25年11月 第１回訂正分) 
 

株式会社ライドオン・エクスプレス 
 

 

 ブックビルディング方式による募集の条件及びブックビルディング方式

による売出しの条件等の決定に伴い、金融商品取引法第７条第１項により

有価証券届出書の訂正届出書を平成25年11月14日に関東財務局長に提出し

ておりますが、その届出の効力は生じておりません。 
 
 ○  新株式発行並びに株式売出届出目論見書の訂正理由 

平成25年10月28日付をもって提出した有価証券届出書の記載事項のうち、ブックビルディング方式

による募集250,000株の募集の条件及び募集に関し必要な事項を平成25年11月13日開催の取締役会にお

いて決定し、並びにブックビルディング方式による売出し946,000株(引受人の買取引受による売出し

790,000株・オーバーアロットメントによる売出し156,000株)の売出しの条件及び売出しに関し必要な

事項が決定したため、これらに関連する事項を訂正するため、また、「第一部 証券情報 募集又は

売出しに関する特別記載事項」に「４．親引け先への販売について」を追加記載し、第２四半期会計

期間(平成25年７月１日から平成25年９月30日まで)及び第２四半期累計期間(平成25年４月１日から平

成25年９月30日まで)に係る四半期財務諸表について、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基

づく優成監査法人による四半期レビュー報告書を受領したため、これらに関連する事項を訂正するた

め、有価証券届出書の訂正届出書を提出いたしましたので、新株式発行並びに株式売出届出目論見書

を訂正いたします。 
 
 ○  訂正箇所及び文書のみを記載してあります。なお、訂正部分には  罫を付し、ゴシック体で表記

しております。 

(ただし、「第二部企業情報 第５経理の状況 １財務諸表等」については  罫を省略し、明朝体

で表記しております。) 

 

第一部 【証券情報】 

第１ 【募集要項】 

１ 【新規発行株式】 

＜欄外注記の訂正＞ 

(注) ２．当社の定める振替機関の名称及び住所は、以下のとおりであります。 

名称：株式会社証券保管振替機構 

住所：東京都中央区日本橋茅場町二丁目１番１号 

３．上記とは別に、平成25年10月28日開催の取締役会において、野村證券株式会社を割当先とする当社普

通株式156,000株の第三者割当増資を行うことを決議しております。 

なお、その内容については、「募集又は売出しに関する特別記載事項  ２．第三者割当増資とシンジ

ケートカバー取引について」をご参照下さい。 

 

(注)２．の全文削除及び３．４．の番号変更 
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２ 【募集の方法】 

平成25年11月22日に決定される予定の引受価額にて、当社と元引受契約を締結する予定の後記「４  

株式の引受け」欄記載の金融商品取引業者(以下「第１  募集要項」において「引受人」という。)は、

買取引受けを行い、当該引受価額と異なる価額(発行価格)で募集(以下「本募集」という。)を行いま

す。引受価額は平成25年11月13日開催の取締役会において決定された会社法上の払込金額(1,521.50

円)以上の価額となります。引受人は払込期日までに引受価額の総額を当社に払込み、本募集におけ

る発行価格の総額との差額は引受人の手取金といたします。当社は、引受人に対して引受手数料を支

払いません。 

(略) 

 

＜欄内の数値の訂正＞ 

「ブックビルディング方式」の「資本組入額の総額(円 )」の欄：「205,850,000」を

「217,925,000」に訂正。 

「計(総発行株式)」の「資本組入額の総額(円)」の欄：「205,850,000」を「217,925,000」に訂正。 

＜欄外注記の訂正＞ 

(注) ３．発行価額の総額は、会社法上の払込金額の総額であります。 

５．仮条件(1,790円～2,000円)の平均価格(1,895円)で算出した場合、本募集における発行価格の総額(見

込額)は473,750,000円となります。 

 

３ 【募集の条件】 

(2) 【ブックビルディング方式】 

＜欄内の数値の訂正＞ 

「払込金額(円)」の欄：「未定(注)２」を「1,521.50」に訂正。 

＜欄外注記の訂正＞ 

(注) １．発行価格は、ブックビルディング方式によって決定いたします。 

仮条件は、1,790円以上2,000円以下の範囲とし、発行価格は、当該仮条件による需要状況、上場日ま

での価格変動リスク等を総合的に勘案したうえで、平成25年11月22日に引受価額と同時に決定する予

定であります。 

需要の申込みの受付けに当たり、引受人は、当社株式が市場において適正な評価を受けることを目的

に、機関投資家等を中心に需要の申告を促す予定であります。 

仮条件の決定に当たり、機関投資家等にヒアリングを行った結果、主として以下のような評価を得て

おります。 

① 出店余地が大きく、安定した業績拡大が見込まれること。 

② 宅配代行サービスの今後の成長が期待できること。 

③ 今後競合が厳しくなる可能性があること。 

以上の評価に加え、同業他社との比較、現在のマーケット環境等の状況や、最近の新規上場株のマー

ケットにおける評価、並びに上場日までの期間における価格変動リスク等を総合的に検討した結果、

仮条件は1,790円から2,000円の範囲が妥当であると判断いたしました。 

２．「２  募集の方法」の冒頭に記載のとおり、発行価格と会社法上の払込金額(1,521.50円)及び平成25

年11月22日に決定される予定の引受価額とは各々異なります。発行価格と引受価額との差額の総額は、

引受人の手取金となります。 

８．引受価額が会社法上の払込金額(1,521.50円)を下回る場合は新株式の発行を中止いたします。 
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４ 【株式の引受け】 

＜欄外注記の訂正＞ 

(注) 上記引受人と発行価格決定日(平成25年11月22日)に元引受契約を締結する予定であります。 

 

(注)１．の全文及び２．の番号削除 

 

５ 【新規発行による手取金の使途】 

(1) 【新規発行による手取金の額】 

＜欄内の数値の訂正＞ 

「払込金額の総額(円)」の欄：「411,700,000」を「435,850,000」に訂正。 

「差引手取概算額(円)」の欄：「404,200,000」を「428,350,000」に訂正。 

＜欄外注記の訂正＞ 

(注) １．払込金額の総額は、会社法上の払込金額の総額とは異なり、新規発行に際して当社に払い込まれる引

受価額の総額であり、仮条件(1,790円～2,000円)の平均価格(1,895円)を基礎として算出した見込額で

あります。 

 

(2) 【手取金の使途】 

上記の手取概算額428,350千円については、「１ 新規発行株式」の（注）３．に記載の第三者

割当増資の手取概算額上限271,970千円と合わせて、新規開設を行う店舗の開設資金に225,857千円

（平成26年３月期に45,000千円、平成27年３月期に89,571千円、平成28年３月期に91,285千円）、

Ｗｅｂ受注システム構築費用に101,192千円（平成26年３月期に44,049千円、平成27年３月期に

38,095千円、平成28年３月期に19,047千円）、店舗運営システム構築費用に58,571千円（平成26年

３月期に30,000千円、平成27年３月期に19,047千円、平成28年３月期に9,523千円）、社内インフ

ラ整備に40,571千円（平成26年３月期に12,000千円、平成27年３月期に19,047千円、平成28年３月

期に9,523千円）、残額は財務体質向上のため借入金の返済に充当する予定であります。 

なお、具体的な充当時期までは、安全性の高い金融商品等で運用していく方針です。 
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第２ 【売出要項】 

１ 【売出株式(引受人の買取引受による売出し)】 

＜欄内の数値の訂正＞ 

「ブックビルディング方式」の「売出価額の総額 (円 )」の欄：「 1,414,100,000 」を

「1,497,050,000」に訂正。 

「計(総売出株式)」の「売出価額の総額(円)」の欄：「1,414,100,000」を「1,497,050,000」に訂

正。 

＜欄外注記の訂正＞ 

(注) ３．売出価額の総額は、仮条件(1,790円～2,000円)の平均価格(1,895円)で算出した見込額であります。 
５．当社は、野村證券株式会社に対し、上記引受株式数のうち、52,000株を上限として、福利厚生を目的

に、当社従業員持株会を当社が指定する販売先(親引け先)として要請しております。 
なお、引受人に対し要請した当社の指定する販売先の状況等につきましては、後記「募集又は売出し
に関する特別記載事項 ４．親引け先への販売について」をご参照下さい。 
なお、親引けは、日本証券業協会の定める「株券等の募集等の引受け等に係る顧客への配分に関する
規則」に従い、発行者が指定する販売先への売付け(販売先を示唆する等実質的に類似する行為を含
む。)であります。 

６．振替機関の名称及び住所は、「第１  募集要項  １  新規発行株式」の(注)２.に記載した振替機関と
同一であります。 

 

３ 【売出株式(オーバーアロットメントによる売出し)】 

＜欄内の数値の訂正＞ 

「ブックビルディング方式」の「売出価額の総額(円)」の欄：「279,240,000」を「295,620,000」

に訂正。 

「計(総売出株式)」の「売出価額の総額(円)」の欄：「279,240,000」を「295,620,000」に訂正。 

＜欄外注記の訂正＞ 

(注) ５．売出価額の総額は、仮条件(1,790円～2,000円)の平均価格(1,895円)で算出した見込額であります。 

６．振替機関の名称及び住所は、「第１  募集要項  １  新規発行株式」の(注)２.に記載した振替機関と

同一であります。 
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【募集又は売出しに関する特別記載事項】 

２．第三者割当増資とシンジケートカバー取引について 

オーバーアロットメントによる売出しの対象となる当社普通株式は、オーバーアロットメントによ

る売出しのために、主幹事会社が当社株主である江見朗(以下「貸株人」という。)より借入れる株式

であります。これに関連して、当社は平成25年10月28日開催の取締役会において、主幹事会社を割当

先とする当社普通株式156,000株の第三者割当増資(以下「本件第三者割当増資」という。)を行うこ

とを決議しております。本件第三者割当増資の会社法上の募集事項については、以下のとおりであり

ます。  

 

(1) 募集株式の数 当社普通株式156,000株 

(2) 募集株式の払込金額 １株につき1,521.50円 

(3) 
増加する資本金及び資本準備金

に関する事項 

増加する資本金の額は割当価格を基礎とし、会社計算規則第14条第１項

に基づき算出される資本金等増加限度額の２分の１の金額とし、計算の

結果１円未満の端数が生じたときは、その端数を切り上げるものとす

る。また、増加する資本準備金の額は、資本金等増加限度額から増加す

る資本金の額を減じた額とする。(注) 

(4) 払込期日 平成26年１月６日(月) 

(注) 割当価格は、平成25年11月22日に決定される予定の「第１  募集要項」における新規発行株式の引受価額

と同一とする予定であります。 

 

(注)１．の全文及び２．の番号削除 

 

(以下省略) 
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３．ロックアップについて 

(省略) 

 

なお、上記のいずれの期間中であっても、主幹事会社はその裁量で当該合意の内容を一部若しくは

全部につき解除できる権利を有しております。 

また、親引け先は、主幹事会社に対して、当該親引けにより取得した当社普通株式について、株式

受渡期日（当日を含む）から180日目の日（平成26年５月31日）までの期間、継続して所有する旨の

書面を差し入れる予定であります。 

上記のほか、当社は、取引所の定める有価証券上場規程施行規則の規定に基づき、上場前の第三者

割当等による募集株式等の割当等に関し、割当を受けた者との間に継続所有等の確約を行っておりま

す。その内容については、「第四部 株式公開情報 第２ 第三者割当等の概況」をご参照下さい。 

 

４．親引け先への販売について 

(1) 親引け先の状況等 

ａ．親引け先の概要 
ライドオン・エクスプレス従業員持株会（理事長 竹山 覚） 
東京都港区三田三丁目５番27号 

ｂ．当社と親引け先との関係 当社の従業員持株会であります。 

ｃ．親引け先の選定理由 従業員の福利厚生のためであります。 

ｄ．親引けしようとする株式の数 
未定（「第２ 売出要項」における売出株式のうち、52,000株を上
限として、平成25年11月22日に決定される予定。） 

ｅ．株券等の保有方針 長期保有の見込みであります。 

ｆ．払込みに要する資金等の状況 
当社は、払込みに要する資金として、従業員持株会における積立て
資金の存在を確認しております。 

ｇ．親引け先の実態 当社の社員等で構成する従業員持株会であります。 

 

(2) 株券等の譲渡制限 

親引け先のロックアップについては、前記「３．ロックアップについて」をご参照下さい。 

 

(3) 販売条件に関する事項 

販売価格は、平成25年11月22日に決定される予定の「第２ 売出要項」における売出株式の売出

価格と同一となります。 
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(4) 親引け後の大株主の状況 

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（株） 

株式総数に対
する所有株式
数の割合 

（％） 

本募集及び引
受人の買取引
受による売出
し後の所有株
式数（株） 

本募集及び引受
人の買取引受に
よる売出し後の
株式総数に対す
る所有株式数の
割合（％） 

江見朗 東京都港区 
1,331,400

(320,000)

26.67

(6.41)

1,121,400 

(320,000) 

21.39

(6.10)

ジャフコV２共有投

資事業有限責任組合 

東京都千代田区大手

町 一 丁 目 ５ 番 １ 号

（株式会社ジャフコ

内） 

1,550,800 31.07 1,033,900 19.72

有限会社イーエムア

イ 

岐阜県岐阜市南鶉二

丁目54番地 
630,000 12.62 630,000 12.02

松島和之 
神奈川県三浦郡葉山

町 

300,400

(89,000)

6.02

(1.78)

300,400 

(89,000) 

5.73

(1.70)

渡邊一正 東京都港区 
230,000

(30,000)

4.61

(0.60)

230,000 

(30,000) 

4.39

(0.57)

冨板克行 東京都港区 
218,000

(46,600)

4.37

(0.93)

218,000 

(46,600) 

4.16

(0.89)

ライドオン・エクス

プレス従業員持株会 

東京都港区三田三丁

目５番27号 
133,000 2.66 185,000 3.53

水谷俊彦 東京都港区 
143,000

(77,200)

2.86

(1.55)

143,000 

(77,200) 

2.73

(1.47)

ジャフコV２-W投資

事業有限責任組合 

東京都千代田区大手

町 一 丁 目 ５ 番 １ 号

（株式会社ジャフコ

内） 

137,600 2.76 91,700 1.75

赤木豊 東京都港区 
79,000

(24,000)

1.58

(0.48)

79,000 

(24,000) 

1.51

(0.46)

計 － 
4,753,200

(586,800)

95.22

(11.76)

4,032,400 

(586,800) 

76.93

(11.19)

 （注）１．所有株式数及び株式総数に対する所有株式数の割合は、平成25年10月28日現在のものであります。 

２．本募集及び引受人の買取引受による売出し後の所有株式数ならびに本募集及び引受人の買取引受によ

る売出し後の株式総数に対する所有株式数の割合は、平成25年10月28日現在の所有株式数及び株式総

数に、本募集、引受人の買取引受による売出し及び親引け(52,000株として算出)を勘案した場合の株

式数及び割合になります。 

３．株式総数に対する所有株式数の割合は、小数点以下第３位を四捨五入しております。 

４．( )内は、新株予約権による潜在株式数及びその割合であり、内数であります。 

 

(5) 株式併合等の予定の有無及び内容 

該当事項はありません。 

 

(6) その他参考になる事項 

該当事項はありません。 
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第二部 【企業情報】 

第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

（1）業績 

(省略) 

 

第13期第２四半期累計期間（自 平成25年４月１日 至 平成25年９月30日） 

当第２四半期累計期間（平成 25 年４月１日～平成 25 年９月 30 日）における我が国経済は、新

政権の各種政策による期待感から円安や株高が進行し、所得や雇用環境、消費者マインドの改善な

どが進み、景気はゆるやかに回復しつつあります。 

当社の属する宅配食市場におきましても、高齢化社会の進展、女性の社会進出、小規模世帯の増

加、インターネットの普及等により、今後も堅調に推移すると考えられます。 

このような状況の下、当社は「ご家庭での生活を『もっと美味しく、もっと便利に』」をテーマ

に、調理済食材を中心とした宅配事業の展開を基本戦略とし、お客様に支持される価値ある商品づ

くりに取組み、顧客の獲得、収益構造の強化を図ってまいりました。 

以上の結果、当第２四半期累計期間の業績は売上高 7,665 百万円、営業利益 400 百万円、経常利

益 395 百万円、四半期純利益 227 百万円となりました。 

 

事業ごとの業績は以下のとおりであります。 
 

 ① 宅配事業 

ＦＣを含むチェーン全体の店舗数においては、宅配御膳「釜寅」を３店舗（ＦＣ店３店舗）、提

携レストランの宅配代行サービス「ファインダイン」を１店舗（直営店１店舗）出店いたしました。

また、直営とＦＣの区分が変更されたことにより、直営店は「銀のさら」４店舗、「釜寅」１店舗

の純増となっております。 

これにより当第２四半期会計期間末における店舗数は 562 店舗（直営店 153 店舗、ＦＣ店 409 店

舗）、拠点数は 368 拠点（直営店 81 拠点、ＦＣ店 287 拠点）となりました（※）。 
 

※当社チェーンでは、商品を宅配するための事業所を全国に配置しており、これを「拠点」と呼んでおります。

また、消費者に提供するメニューの種類ごとに設置される設備（宅配寿司「銀のさら」や宅配御膳「釜寅」

等）、及び「ファインダイン」における消費者が選ぶことのできる提携レストランのラインナップ（メニュ

ー）毎の配送機能を「店舗」と呼び、一つの「拠点」に複数の「店舗」を設置することがあります。 
 

宅配寿司「銀のさら」の商品戦略としましては、人気の高い「大トロ」や「トロサーモン」、宅

配御膳「釜寅」では、暑い夏に向けた「冷だしうなぎまぶし」といった期間限定商品を展開し、お

客様にご満足いただける商品の提供に努めてまいりました。 

販売戦略としましては、繁忙期であるお盆を中心に、テレビコマーシャルやメディア放映を実施

いたしました。既存顧客に対しては、注文回数、注文頻度等、顧客の属性にあわせた計画的なＤＭ

による再注文促進活動を行っております。ＷＥＢにおける販売促進においては、配布する販売促進
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物と連動した自社運営サイト会員獲得キャンペーン、ＷＥＢ限定プレゼントキャンペーン等の実施、

ＷＥＢ会員の属性にあわせたメールマガジンの配信等、ＷＥＢを活用したＣＲＭ（※）の確立に向

けた活動を行ってまいりました。また、９月より、ファミリー層への認知度、売上向上に向けて、

お子様に人気のあるアニメキャラクター「はなかっぱ」とのタイアップ企画を実施しております。 
 

※Customer Relationship Management の略。顧客接点での情報を統合管理し、顧客との長期的な関係性を構築、

製品・サービスの継続的な利用を促すことで収益の拡大を図るマーケティング手法。 
 

宅配弁当「銀のお弁当」においては、商品仕入方法を変更したことにより、全ての店舗で土日祝

祭日の営業が可能となりました。商品戦略においては、寿司や、うなぎを用いたイベントメニュー

の実施、販売促進においては、一般シニア層に向けた販売促進に加え、ケアマネージャーやデイサ

ービスなどの介護施設への販売促進活動を行い、新規顧客獲得・リピート促進に努めてまいりまし

た。 
 

宅配代行業態であります「ファインダイン」においては、提携レストランの新規獲得に向けた営

業活動の強化、及び販売促進物の見直しによる販促費の低減に取り組みました。また、デリバリー

の効率化のための設備の変更等、生産性の向上に向けた活動を行ってまいりました。 
 

これらの施策の結果、宅配事業における当第２四半期累計期間の売上高は、7,655 百万円となり

ました。 
 

 ② その他事業 

その他の事業として展開しております「リトルアーティスト」においては、住宅メーカー等にむ

けての営業活動を積極的に行い、ブランドの認知・注文数向上に向けて活動してまいりました。 

これらの施策の結果、その他事業における当第２四半期累計期間の売上高は、10 百万円となりま

した。 

 

（2）キャッシュ・フローの状況 

(省略) 

 

第13期第２四半期累計期間（自 平成25年４月１日 至 平成25年９月30日） 

当第２四半期会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）の残高は前事業

年度末より 38 百万円減少し、1,127 百万円となりました。当第２四半期累計期間における各キャッ

シュ・フローの状況とそれらの要因は以下のとおりであります。 
  

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

当第２四半期累計期間の営業活動の結果、減少した資金は８百万円となりました。 

主な内訳は、税引前四半期純利益が 415 百万円、減価償却費が 106 百万円、季節的な売上変動に

伴い売上債権の減少が 200 百万円、仕入債務の減少が 186 百万円、未払金の減少が 178 百万円、法

人税等の支払額が 200 百万円あったことによるものであります。 
  

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

当第２四半期累計期間の投資活動の結果、減少した資金は 108 百万円であります。 
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主な内訳は、有形固定資産の取得による支出が 92 百万円、無形固定資産の取得による支出が 57

百万円あった一方で、有形固定資産の売却による収入が 49 百万円があったことによるものであり

ます。 
  

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

当第２四半期累計期間の財務活動の結果、増加した資金は 78 百万円であります。 

主な内訳は、株式の発行による収入271百万円があった一方で、長期借入金の返済190百万円があ

ったことによるものであります。 

 

２ 【仕入及び販売の状況】 

（1）仕入実績 

第12期事業年度及び第13期第２四半期累計期間における仕入実績を事業部門別に示すと、次のと

おりであります。 

事業部門 

第12期事業年度 
(自 平成24年４月１日 

 至 平成25年３月31日) 

第13期第２四半期累計期間
(自 平成25年４月１日 

 至 平成25年９月30日)

仕入高(千円) 
前年同期比

(％) 
仕入高(千円) 

宅配事業 9,032,958 106.4 4,042,382 

その他事業 3,203 141.5 834 

合 計 9,036,161 106.4 4,043,216 

(注) １．金額は、実際仕入価格によっております。 

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 
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（2）販売実績 

第12期事業年度及び第13期第２四半期累計期間における販売実績を事業部門別に示すと、次のと

おりであります。 

事業部門 

第12期事業年度 
(自 平成24年４月１日 

 至 平成25年３月31日) 

第13期第２四半期累計期間
(自 平成25年４月１日 

 至 平成25年９月30日)

販売高(千円) 
前年同期比

(％) 
販売高(千円) 

宅配事業 16,109,749 110.1 7,655,159 

 直営  6,065,756 119.1 3,133,554 

  銀のさら 4,290,762 121.4 2,239,053 

  釜寅 1,154,282 125.1 682,038 

  銀のお弁当 62,552 333.8 51,955 

  ファインダイン 260,289 130.5 149,239 

  その他 297,869 71.5 11,268 

 ＦＣ  10,043,993 105.3 4,521,604 

  加盟金収入 100,000 66.5 20,000 

  ロイヤルティ収入 931,096 103.7 427,994 

  食材販売収入 6,855,601 106.4 3,118,821 

  その他 2,157,295 105.4 954,788 

その他事業 23,305 46.7 10,583 

合 計 16,133,055 109.9 7,665,742 

(注) 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

 

７ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】 

（2）財政状態の分析 

(省略) 

 

第13期第２四半期累計期間（自 平成25年４月１日 至 平成25年９月30日） 

（資産） 

当第２四半期会計期間末の総資産は 4,135 百万円となり、前事業年度末と比較して 171 百万円

減少いたしました。これは主に、年末限定の食材を早期に確保するため、流動資産のその他に含

まれる前渡金が 39 百万円増加した一方で、季節的な売上変動に伴い売掛金が 200 百万円減少した

ことによるものであります。 

 

（負債） 

当第２四半期会計期間末の負債は 2,678 百万円となり、前事業年度末と比較して 671 百万円減

少いたしました。これは主に、１年内返済予定の長期借入金が 95 百万円減少、季節的な売上変動



ファイル名:0101010_9418606822511.doc 更新日時:2013/11/12 15:36:00 印刷日時:13/11/12 15:38 
 

― 12 ― 

に伴い買掛金が 186 百万円減少、未払金が 217 百万円減少、法人税等を納付した事により未払法

人税等が 11 百万円減少したことによるものであります。 

 

（純資産） 

当第２四半期会計期間末の純資産合計は 1,457 百万円となり、前事業年度末と比較して 499 百

万円増加いたしました。これは主に、新株予約権行使により資本金、資本剰余金がそれぞれ 137

百万円、四半期純利益の計上により利益剰余金が 227 百万円増加したことによるものであります。 

 



ファイル名:0101010_9418606822511.doc 更新日時:2013/11/12 15:36:00 印刷日時:13/11/12 15:38 
 

― 13 ― 

（3） 経営成績の分析 

(省略) 

 

第13期第２四半期累計期間（自 平成25年４月１日 至 平成25年９月30日） 

当第２四半期累計期間においては、お客様にご満足いただける企画商品の提供、機会点に合わせ

た販売戦略の実施を継続的に行ってまいりました。 

ＦＣを含むチェーン全体の店舗数においては、宅配御膳「釜寅」を３店舗（ＦＣ店３店舗）、提

携レストランの宅配代行サービス「ファインダイン」を１店舗（直営店１店舗）出店いたしました。

また、直営とＦＣの区分が変更されたことにより、直営店は「銀のさら」４店舗、「釜寅」１店舗

の純増となっております。 

これにより当第２四半期会計期間末における店舗数は562店舗（直営店153店舗、ＦＣ店409店舗）、

拠点数は368拠点（直営店81拠点、ＦＣ店287拠点）となりました。 

以上の結果、当第２四半期累計期間の業績は売上高7,665百万円、営業利益400百万円、経常利益

395百万円、四半期純利益227百万円となりました。 

 

（4）キャッシュ・フローの状況についての分析 

(省略) 

 

第13期第２四半期累計期間（自 平成25年４月１日 至 平成25年９月30日） 

当第２四半期会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）の残高は前事業

年度末より38百万円減少し、1,127百万円となりました。当第２四半期累計期間における各キャッ

シュ・フローの状況とそれらの要因は以下のとおりであります。 

  

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

当第２四半期累計期間の営業活動の結果、減少した資金は８百万円となりました。 

主な内訳は、税引前四半期純利益が415百万円、減価償却費が106百万円、季節的な売上変動に伴

い売上債権の減少が200百万円、仕入債務の減少が186百万円、未払金の減少が178百万円、法人税

等の支払額が200百万円あったことによるものであります。 

  

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

当第２四半期累計期間の投資活動の結果、減少した資金は108百万円であります。 

主な内訳は、有形固定資産の取得による支出が92百万円、無形固定資産の取得による支出が57百

万円あった一方で、有形固定資産の売却による収入が49百万円があったことによるものであります。 

  

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

当第２四半期累計期間の財務活動の結果、増加した資金は78百万円であります。 

主な内訳は、株式の発行による収入271百万円があった一方で、長期借入金の返済190百万円があ

ったことによるものであります。 
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第３ 【設備の状況】 

１ 【設備投資等の概要】 

(省略) 

 

第13期第２四半期累計期間(自 平成25年４月１日 至 平成25年９月30日） 

当第２四半期累計期間における設備投資の総額は110,767千円（無形固定資産を含む）であり、主に新店舗

の出店、既存店舗の移転を目的とした設備投資を実施いたしました。設備投資額の内訳は、建物26,040千円、

車両運搬具301千円、工具、器具及び備品27,198千円であります。 

また、ＷＥＢ受注システム等への設備投資額は、57,080千円となりました。 

なお、当第２四半期累計期間に重要な影響を及ぼす設備の除却、売却等はありません。 
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第５ 【経理の状況】 

２．監査証明について 

(省略) 

 

（２）当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期会計期間（平成25年７

月１日から平成25年９月30日まで）及び第２四半期累計期間（平成25年４月１日から平成25年９月

30日まで）の四半期財務諸表について、優成監査法人の四半期レビューを受けております。 

 

１ 【財務諸表等】 

 (1) 【財務諸表】 

① 【貸借対照表】 

(省略) 

 

【四半期貸借対照表】 

 (単位：千円)

 
当第２四半期会計期間 
(平成25年９月30日) 

資産の部 

 流動資産 

  現金及び預金 1,127,949

  売掛金 857,249

  商品 27,867

  原材料及び貯蔵品 84,105

  その他 305,872

  貸倒引当金 △21,844

  流動資産合計 2,381,200

 固定資産 

  有形固定資産 

   建物（純額） 512,964

   その他（純額） 186,158

   有形固定資産合計 699,123

  無形固定資産 262,560

  投資その他の資産 

   差入保証金 565,640

   その他 322,996

   貸倒引当金 △95,842

   投資その他の資産合計 792,794

  固定資産合計 1,754,479

 資産合計 4,135,680
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 (単位：千円)

 
当第２四半期会計期間 
(平成25年９月30日) 

負債の部 

 流動負債 

  買掛金 672,007

  1年内返済予定の長期借入金 248,416

  未払金 512,772

  未払法人税等 199,353

  資産除去債務 1,201

  その他 146,409

  流動負債合計 1,780,160

 固定負債 

  長期借入金 471,675

  資産除去債務 108,998

  その他 317,224

  固定負債合計 897,897

 負債合計 2,678,058

純資産の部 

 株主資本 

  資本金 463,114

  資本剰余金 366,864

  利益剰余金 627,643

  株主資本合計 1,457,621

 純資産合計 1,457,621

負債純資産合計 4,135,680
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② 【損益計算書】 

(省略) 

 

【四半期損益計算書】 

【第２四半期累計期間】 

 (単位：千円)

 
当第２四半期累計期間 
(自 平成25年４月１日 
至 平成25年９月30日) 

売上高 7,665,742

売上原価 4,117,218

売上総利益 3,548,523

販売費及び一般管理費 ※ 3,147,611

営業利益 400,911

営業外収益 

 受取利息 1,207

 受取手数料 696

 その他 641

 営業外収益合計 2,545

営業外費用 

 支払利息 6,341

 その他 1,197

 営業外費用合計 7,539

経常利益 395,918

特別利益 

 固定資産売却益 24,808

 その他 4,025

 特別利益合計 28,834

特別損失 

 固定資産除売却損 2,452

 加盟店舗買取損 4,074

 その他 2,546

 特別損失合計 9,073

税引前四半期純利益 415,678

法人税等 187,867

四半期純利益 227,810
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④ 【キャッシュ・フロー計算書】 

(省略) 

 

【四半期キャッシュ・フロー計算書】 

【第２四半期累計期間】 

(単位：千円) 

 
当第２四半期累計期間 
(自 平成25年４月１日 

 至 平成25年９月30日) 

 営業活動によるキャッシュ・フロー 

  税引前四半期純利益 415,678

  減価償却費 106,597

  貸倒引当金の増減額(△は減少) △4,417

  受取利息 △1,207

  支払利息 6,341

  有価証券及び投資有価証券評価損益（△は益） 419

  有価証券及び投資有価証券売却損益（△は益） 268

  固定資産売却益 △24,808

  固定資産除売却損 2,452

  加盟店舗買取損 4,074

  売上債権の増減額(△は増加) 200,816

  たな卸資産の増減額（△は増加） 5,374

  仕入債務の増減額(△は減少) △186,130

  未払金の増減額(△は減少) △178,932

  預り保証金の増減額（△は減少） △7,024

  未払消費税等の増減額（△は減少） △32,010

  その他 △109,817

  小計 197,673

  利息の受取額 757

  利息の支払額 △6,560

  法人税等の支払額 △200,555

  営業活動によるキャッシュ・フロー △8,684

 投資活動によるキャッシュ・フロー 

  有形固定資産の取得による支出 △92,741

  有形固定資産の売却による収入 49,695

  無形固定資産の取得による支出 △57,609

  資産除去債務の履行による支出 △9,284

  投資有価証券の売却による収入 898

  敷金及び保証金の支払額 △11,499

  敷金及び保証金の回収額 16,276

  貸付けによる支出 △820

  貸付金の回収による収入 1,398

  長期前払費用の取得による支出 △4,144

  その他 △912

  投資活動によるキャッシュ・フロー △108,743

 財務活動によるキャッシュ・フロー 

  長期借入金の返済による支出 △190,449

  ファイナンス・リース債務の返済に 
  よる支出 

△2,190

  株式の発行による収入 271,499

  財務活動によるキャッシュ・フロー 78,860

 現金及び現金同等物の増減額(△は減少) △38,567

 現金及び現金同等物の期首残高 1,166,517

 現金及び現金同等物の四半期末残高 ※ 1,127,949
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 【注記事項】 

(四半期財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理) 

 税金費用の計算 

 税金費用については、当事業年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理

的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算する方法を採用しております。 

 

(四半期損益計算書関係) 

※販売費及び一般管理費 

販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。 

 
当第２四半期累計期間 

(自  平成25年４月１日 
至  平成25年９月30日) 

雑給 822,219千円 

給与手当 618,540千円 

減価償却費 91,339千円 

 

(四半期キャッシュ・フロー計算書関係) 

※現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は次の

とおりであります。 

 
当第２四半期累計期間 

(自  平成25年４月１日 
至  平成25年９月30日) 

現金及び預金勘定 1,127,949千円 

現金及び現金同等物 1,127,949千円 

 

(株主資本等関係) 

当第２四半期累計期間(自  平成25年４月１日  至  平成25年９月30日) 

１．配当金支払額 

 該当事項はありません。 

 

２．基準日が当第２四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期会計期間

の末日後となるもの 

 該当事項はありません。 

 

３．株主資本の著しい変動 

 当社は、平成25年６月28日付で新株予約権の権利行使による増資を行いました。この結果、第２

四半期累計期間において、資本金及び資本準備金がそれぞれ137,257千円増加し、当第２四半期会

計期間末において、資本金が463,114千円、資本剰余金が366,864千円となっております。 

 

(セグメント情報等) 

【セグメント情報】 

 当社は、報告セグメントが宅配事業のみであり、当社の業績における「その他事業」の重要性が

乏しいため、記載を省略しております。 
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(１株当たり情報) 

 １株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

項目 
当第２四半期累計期間 

(自  平成25年４月１日 
至  平成25年９月30日)

  １株当たり四半期純利益金額 57円77銭

    (算定上の基礎) 

    四半期純利益金額(千円) 227,810

    普通株主に帰属しない金額(千円) ―

    普通株式に係る四半期純利益金額(千円) 227,810

    普通株式の期中平均株式数(株) 3,943,333

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり
四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株式で、前
事業年度末から重要な変動があったものの概要 

―

（注）１．潜在株式調整後1株当たり四半期純利益金額については、新株予約権の残高はありますが、平成26年３

月期第２四半期においては、当社株式は非上場であり、期中平均株価が把握できないため記載しており

ません。 

  ２．当社は、平成25年７月24日開催の臨時取締役会決議に基づき、平成25年８月14日付で普通株式１株につ

き200株の割合で株式分割を行っております。当事業年度の期首に当該株式分割が行われたと仮定して１

株当たり四半期純利益金額を算定しております。 

  

(重要な後発事象) 

当第２四半期累計期間（自  平成25年４月１日  至  平成25年９月30日) 

 

新株式の発行及び売出し 

 当社株式は、平成 25 年 10 月 28 日に株式会社東京証券取引所の承認を得て、平成 25 年 12 月３日に東京証

券取引所マザーズへの上場を予定しております。当社はこの上場に当たって、平成 25 年 10 月 28 日開催の取

締役会において、以下のとおり新株式の発行及び株式売出しを決議いたしました。 

１．公募による新株式の発行（ブックビルディング方式による募集） 

（１）募集株式の種類及び数 

   普通株式 250,000 株 

（２）募集方法 

   発行価格での一般募集とし、野村證券株式会社に全株式を買取引受させます。 

（３）申込期間 

   平成 25 年 11 月 25 日～平成 25 年 11 月 28 日 

（４）払込期日 

   平成 25 年 12 月２日 

（５）株式受渡期日 

   平成 25 年 12 月３日 

（６）調達資金の使途 

新規開設を行う店舗の開設資金、Ｗｅｂ受注システム構築費用、店舗運営システム構築費用、社内

インフラ整備及び借入金の返済に充当する予定であります。 

なお、発行価額の総額は、平成 25 年 11 月 13 日に開催予定の取締役会において、また、発行価格

は、同取締役会において仮条件を決定し、ブックビルディング方式により平成 25 年 11 月 22 日に決

定する予定であります。これに伴い増加する資本金の額については、平成 25 年 11 月 22 日に決定す

る予定であります。 
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２．引受人の当社株主からの買取引受による株式売出し 

（１）売出株式の種類及び数 

   普通株式 790,000 株 

（２）売出人 

   ジャフコＶ２共有投資事業有限責任組合 

   江見朗 

   ジャフコＶ２－Ｗ投資事業有限責任組合 

   ジャフコＶ２－Ｒ投資事業有限責任組合 

（３）引受人 

   野村證券株式会社他８社に全株式を引受価額で買取引受させます。 

（４）申込期間 

   １．の申込期間と同一 

（５）株式受渡期日 

   平成 25 年 12 月３日 

   なお、本株式売出しの売出価格については、１．の発行価格と同一となります。 

３．オーバーアロットメントによる株式売出し 

オーバーアロットメントによる株式売出しは、公募等に係る投資家の需要状況を勘案し、野村證券

株式会社が行う株式売出しであります。したがって、以下の売出株式の数は上限株式数を示したもの

であり、需要状況により減少若しくは中止される場合があります。 

（１）売出株式の種類及び数 

   普通株式 156,000 株 

（２）申込期間 

   １．の申込期間と同一 

（３）株式受渡期日 

   平成 25 年 12 月３日 

   なお、本株式売出しの売出価格については、１．の発行価格と同一となります。 

４．第三者割当増資による新株式の発行 

当社株主より当社普通株式を借入れた野村證券株式会社が売出人となる、３．のオーバーアロット

メントによる株式売出しに伴い、第三者割当増資による新株式の発行決議を行っております。 

（１）発行株式の種類及び数 

   普通株式 156,000 株 

（２）申込期日 

   平成 25 年 12 月 30 日 

（３）払込期日  

   平成 26 年１月６日  

（４）割当先 

   野村證券株式会社 

（５）資金調達の使途 

 新規開設を行う店舗の開設資金、Ｗｅｂ受注システム構築費用、店舗運営システム構築費用、社内
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インフラ整備及び借入金の返済に充当する予定であります。 

なお、発行価格については、１．の発行価格と同時に平成 25 年 11 月 22 日に決定する予定であり、

発行価額の総額及び増加する資本金の額については、平成 26 年１月６日に確定いたします。 

また、３．のオーバーアロットメントによる株式売出しが中止される場合は、本第三者割当増資に

よる新株式の発行は中止されます。なお払込期日までに申し込みのないものについては、株式の発行

を打ち切ることとなります。 

 

 

  (３) 【その他】 

該当事項はありません。 
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独立監査人の四半期レビュー報告書 
 

平成25年11月11日 

株式会社ライドオン・エクスプレス 

取締役会 御中 

優 成 監 査 法 人 
 

指定社員 
業務執行社員 

公認会計士  加    藤    善    孝    ㊞ 

 
指定社員 
業務執行社員 

公認会計士  佐    藤    健    文    ㊞ 

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社ライ

ドオン・エクスプレスの平成25年４月１日から平成26年３月31日までの第13期事業年度の第２四半期会計期間（平成25年

７月１日から平成25年９月30日まで）及び第２四半期累計期間（平成25年４月１日から平成25年９月30日まで）に係る四

半期財務諸表、すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書、四半期キャッシュ・フロー計算書及び注記について四

半期レビューを行った。 
 

四半期財務諸表に対する経営者の責任 

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して四半期財務諸表を

作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期財務諸表を作成し適正に

表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。 
 

監査人の責任 

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期財務諸表に対する結論

を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四

半期レビューを行った。 

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、

分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。 

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。 
 

監査人の結論 

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められ

る四半期財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ライドオン・エクスプレスの平成 25 年９月 30 日現在の財政状態並び

に同日をもって終了する第２四半期累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさ

せる事項がすべての重要な点において認められなかった。 
 

強調事項 

重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成 25 年 10 月 28 日開催の取締役会において公募による新株式の発

行及び株式売出しの決議を行っている。 

当該事項は、当監査法人の結論に影響を及ぼすものではない。 

利害関係 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 
 

以  上 
 
  
(注) １．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有

価証券届出書提出会社)が別途保管しております。 

２．四半期財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。 
 


